




＜連結決算概要＞

売上収益
３兆9,797億円（前年⽐ +2,806億円、7.6％の増収）

営業利益
2,435億円（前年⽐ -711億円、22.6％の減益)

当期利益
1,920億円（前年⽐ -593億円、23.6％の減益）



＜得意先別売上（現地通貨ベース）＞

トヨタグループ向け
デンソーテンの影響や中国での⾞両⽣産、
⽇本での予防安全製品の装着率拡⼤により、13.1%の増収

トヨタグループを除くカーメーカ向け
全体で6.5%の増収（内訳は下記の通り）
-ホンダ：北⽶でのディスプレイ製品の拡販

⽇本での⾞両⽣産の増加
-FCA ：北⽶での⾞両⽣産の増加
-GM ：北⽶での⾞両構成の良化



＜製品別売上（現地通貨ベース）＞

パワトレインシステム製品
アジア地域や⽇本での⾞両⽣産増加により、増収

エレクトリフィケーションシステム製品
トヨタ向けパワーコントロールユニットの⽣産増加により、増収

モビリティシステム製品
⽇本での予防安全製品の装着率拡⼤、
⽇本及び北⽶でのディスプレイ製品の拡販により、増収

なお、⼀昨年11⽉のﾃﾞﾝｿｰﾃﾝの⼦会社化、
⼀昨年7⽉のＴＤﾓﾊﾞｲﾙの⼦会社化に伴い、
電⼦システム製品や⾮⾞載事業なども増収



＜営業利益の増減要因＞

17年12⽉期からの主な増減要因は下記の通り

マイナス要因
経費 ▲300億円、償却費▲160億円：将来の成⻑領域へ向けた投⼊
労務費▲150億円：主に⽇本での昇給や賞与の増加
素材費▲ 90億円：素材費の⾼騰

プラス要因
操業度差益 +350億円：⽣産の増加や拡販
市場の減速影響を受けていながらも、アセアンおよび
⽇本地域を中⼼に、操業度を出すことができた。
合理化努⼒ + 250億円：コストダウンや⼯場IoT化による⽣産性向上

その他、⼀過性要因として、
主に前期に発⽣した株式評価益等の
⼀過性収益がなくなったことによる影響や、
前期との開発費⽤などの回収タイミングのズレによる影響

以上により、18年12⽉期における営業利益は、2,435億円



＜地域別売上・営業利益（現地通貨ベース）＞

⽇本
-売上収益（前年度⽐+8.1%）
予防安全製品の装着率拡⼤、
デンソーテン⼦会社化の影響により、増収

-営業利益（前年度⽐▲39.3%）
⾞両⽣産の増加や合理化努⼒があったものの、
将来の成⻑領域へ向けた投⼊による費⽤の増加に加え、
前期の⼀過性収益がなくなったことによる影響により、減益

⽇本以外
-売上収益
⾞両⽣産の増加や拡販により、全ての地域で増収

-営業利益
⾜元の市場減速の影響を受けている中でも、
⾞両⽣産の増加や⽣産性向上といった合理化が進んでいることなど
により、欧州及びアジアは増益
北⽶については、合理化努⼒はあるものの、
先⾏開発費⽤の増加や、⽣産能⼒増強のための投資などにより減益



＜通期予想＞

外部環境要因として、市場の減速と素材費の悪化を踏まえ、
・売上収益：5兆3,700億円

・営業利益：3,800億円

・前提レートは、下期レートを前回から据え置き、
ドル110円、ユーロ130円

その結果、年間レートもドル110円、ユーロ130円



＜営業利益の増減要因予想＞

18年３⽉期からの主な増減要因は下記の通り

マイナス要因
将来の成⻑に向けた投資の加速などによる、
経費、償却費、労務費などの増加や素材費の増加、為替の影響により、
マイナス1,070億円

プラス要因
操業度差益や合理化努⼒等により、プラス 928億円

以上により、
⼀過性要因を除く営業利益は、
前年⽐ 142億円減少し、3,985億円

また、主に前期に発⽣した株式評価益等の⼀過性収益が
なくなったことによる影響など、
⼀過性要因を含む営業利益は、3,800億円






















